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平成２２年７月１２日

国立大学法人等の平成２１事業年度決算等について

＜ポイント＞ （詳細は「２．国立大学法人等の財務状況の特色」参照。）

○ 運営費交付金が毎年度減少している一方で、競争的資金や附属病院収入等の増に

より法人全体の収益は増加。一方で、教育、研究、診療経費等の増加により費用（事

業費総額）も増加し、経常利益は昨年度比半減。

○ 人件費については、附属病院を除き、常勤教員を中心に大きく減少した。今後、

教育研究や若手教員への影響が懸念される。

○ 当初予算や補正予算に加え、各法人が収入増や費用節減により生み出した目的積

立金の活用により施設・設備の整備は大きく進捗した。

１．平成２１事業年度の主要な財務諸表の概要

※単位は、億円。単位未満切り捨て。
※金額は、86国立大学法人及び４大学共同利用機関法人の合計。
※（ ）内は、対前年度増減。

資産 １００，３０８ 経常 費用 ２７，０１３
 (主なもの ) (主 なもの ) 

土 地 ４９，０８８ 人 件費 １３，５８２
建 物等 ２５，５４２ うち常勤 教員 人件 費 ７，２２２
設 備・図 書等 １１，９９７ 診 療経 費 ５，１９７

研 究経 費 ２，８８１
負債 ３０，３７５ 受 託研 究費等 １，７７３
 (主なもの ) 教 育経 費 １，６２４

借 入金 ９，９８４
資 産見 返負 債 １０，０８２ 経常 収益 ２７，３５８
寄 付金 債務 ２，０８８ (主 なもの ) 

運 営費 交付金 収益 １１，０６１
純資 産 ６９，９３３ 附 属病 院収益 ７，８２８
 (主なもの ) 学 生納 付金収 益 ３，４００

政 府出 資金 ６０，５５０ 受 託研 究等収 益等 １，８５１
資 本剰 余金 ５，７１３ 補 助金 収益 ８７３
積 立金 （※1） １，９５７
目 的積 立金 （※2） ２８１ 経 常利 益（※3） ３４４
当 期未 処分 利益 １，３５４ 臨時 損失 ７３

臨時 利益 （※4） ７９０
目的 積立 金取 崩額 ２９２

当 期総 利益 （※5） １，３５４　　

損益 計算 書貸 借対 照表  

( ３，１１９)

(     １６２)

(     　９０)

( １，８２６)

(    　 ３３)

( １，３０８)
( １，４９０)

( １，２９３)

(  ▲３３２)

( ▲２１)
(  ２１６)

(  ５０８)( １，２４８)

(  ８４１)

(  　２４)

(  ３６１)
(  １６９)

( ▲９２)

(▲ ２５６)
( 　３５８)
(  ▲ ９５)
( ▲５)

※4 中期目 標期 間の 最終 年度 特有 の処 理として、運営 費交 付金債 務（退職 手当 など、そ の使 途を限定 して

( １，５９２)
(     ３８１)
(  ▲７８３)

(　 ７５７)
(　    ５８３)

(▲ ３３３)

( ４５７)

(  　　 ２)

※1 会計処 理上 の形 式的 ・観念 的利 益で あり、実 際に法人 に現金 等が残 っているもので はない。
※2 建物等 の改 修工 事等 の前 払や 設計 費として既 に支出 済で現 金が ないもの101億円 が含 まれて おり、こ
　　　れを除いた 執行 残額 は180億円 。

（   １６１）
( 　５８３)

　　　なお、国 立大 学法 人における「利 益」は、文 部科 学大 臣の 承認 を得 て、翌 年度 以降 の業 務の 財源に充
　　　てられ ている。

※3 経常利 益とは、経常 収益 から経 常費用 を差し引いた額 であるが、国 立大 学法 人の 場合 は、業 務を行 う
　　　ため に必 要な 経費を予 算化 し（=収益 ）、使 用している（=費用 ）。基 本的 に予 算の 範囲 内で 業務を行 うこ
　　　とが 前提 となるた め、通 常、経 営が 厳しくとも経常 利益 はマイ ナス にな らない構造 になっている。

　　　人に現 金等 が残って いないもの）相 当額 ３９６億 円を除 けば １９９億 円（対前 年度 比▲１８３億 円）。

　　　積算 され 、措置 され た経 費の うち、当該 使途 に照 らし不 用となった ものの 第1期 中期 目標 期間 （平成 16
　　　～21年度 ）を通じた累 計額 等（「期末不 用額 等」））を収益 化した額 ７５９億 円が 含まれ ている。
※5 ※4の 運営 費交 付金 債務を収 益化 した 額（７５９億円 ）を除いた 、平年 度ベースの 当期 総利 益は ５９５億
　　　円（対前年 度比 ▲１７６億円 ）。さらに、積 立金（＝会 計処 理上 の形 式的、観念 的利 益であり、実際 に法
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２． 国立大学法人等の財務状況の特色

（１）事業費総額等

・平成16年度の法人化以降、国立大学法人運営費交付金は年々減少しているものの、競

争的資金や附属病院収入等の増により、国立大学法人等の収益は増加している。一方

で、教育経費・研究経費・診療経費がいずれも、第1期中期目標期間中、一貫して伸

びている。平成21年度においては、収益の増加より費用の増加が大きく経常利益は、

昨年度比半減している。

・各国立大学法人における教育研究診療活動の維持・向上のため、今後とも、運営費交

付金及び競争的資金など必要経費の確保に努めることが重要である。

（参考１） 経常費用の推移

※診療経費及び附属病院の教職員人件費の合計額

（参考２） 経常収益の推移

※競争的資金等は、補助金等収益、受託研究等収益等、寄付金収益、研究関連収益及びその他の自己収入の合計額

1,624

1,407

1,299

1,153

8,876

8,477

8,111

7,598

7,452

7,235

1,773

1,795

1,728
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1,310

9,904
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10,136

10,098

1,955

1,861

1,826
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1,836
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（単位：億円）

教育経費

研究経費

診療経費 ※

受託研究費等

人件費（附属病院以外）

その他

23,622

24,277

24,743

25,497

26,171

27,013
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11,451
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6,245

3,400

3,495

3,554

3,604

3,643

3,560
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運営費交付金収益

附属病院収益

学生納付金収益

競争的資金等※

その他

27,358

26,849

26,330

25,475

24,963

24,454
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（２）人件費

・附属病院収入により人件費抑制の例外的取扱いが可能な附属病院関係を除き、人件費

は常勤教員を中心に大きく減少している。

・人件費の抑制は若手研究者に大きなしわ寄せとなって表れており、今後もこのような

傾向が続くならば、若手研究者のアカデミック離れの加速など、将来の教育研究に対

する影響が懸念される。

・平成18年度以降、政府全体で総人件費改革（平成18～22年度の5年間で5％減）が実施

されているが、平成23年度以降の適用の見直しは大きな課題である。

（参考１） 教職員人件費（附属病院以外）の推移

（参考２） 教員・職員別、常勤・非常勤別人件費の増減状況

（単位：億円）

16 17 18 19 20 21 21-16

常勤 6,816 6,910 6,882 6,606 6,564 6,486 ▲ 330

非常勤 259 262 285 323 384 457 198

小計 7,075 7,172 7,167 6,929 6,948 6,943 ▲ 132

常勤 2,492 2,415 2,412 2,438 2,351 2,265 ▲ 227

非常勤 434 439 442 464 509 594 160

小計 2,926 2,854 2,854 2,902 2,860 2,859 ▲ 67

常勤 9,308 9,325 9,294 9,044 8,915 8,751 ▲ 557

非常勤 693 701 727 787 893 1,051 358

合計 10,001 10,026 10,021 9,831 9,808 9,802 ▲ 199

教
員

職
員

合
計

年度

 ＊平成16年度を100とした場合の増減を表したもの。

教員人件費（附属病院以外）
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（参考３） 国立大学法人における大学教員の年齢層別分布状況（平成21年度）

※対象職員は、平成21年度において給与を減額（欠勤、病気休職等による減額、新規採用による期末・勤勉等の減額等）される
ことなく支給された常勤の教育職員（大学教員）とし、常勤の職員には、年俸制適用者並びに年俸制以外の在外職員（外国勤務
者）、任期付職員及び再任用職員（当該法人の定年年齢を超えて採用されている職員）を含まない。

※各法人の公表する給与水準資料などを元に作成。
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（３）教育研究施設・設備の整備

・各法人は、収入増や経費節減等の経営努力により財源を捻出し、剰余金を発生させ、

目的積立金として翌年度以降計画的に使用している。（平成17～21年度までの間で約

2,000億円）

・教育研究施設・設備については、当初予算・補正予算に加え、目的積立金等を活用す

ることにより、特に平成21年度においてその整備水準は大きく向上し、施設について

は、「第2次国立大学等施設緊急整備5か年計画」（平成18～22年度）の整備目標（540

万㎡）の86%（平成22年度予算反映後）を達成した。（目的積立金の寄与度は31万8千

㎡（704億円）で約6％）

・減価償却費についてみても、平成20年度以降増加しており、施設・設備の更新が進捗

しつつある状況が窺える。

（参考１）設備整備予算等の推移

※1 「当初予算等」は、国立大学法人運営費交付金のうち「基盤的設備等整備」分の額及び国立大学法人施設整備費補助金のう

ち「大型特別機械整備費」の額、及び国立大学財務・経営センター貸付事業のうち「病院特別医療機械整備費」の合計額を

計上。但し、平成16年度は、国立大学法人運営費交付金において「基盤的設備等整備」分が計上されていないため、特別教

育研究経費における設備関係分を計上。

※2 「補正予算」は、国立大学法人施設整備費補助金のうち、設備整備分及び国立大学法人設備整備費補助金の額を計上。

（参考２）施設整備予算等の推移

※ 「当初予算等」は、国立大学法人施設整備費補助金のうち「文教施設費」、国立大学財務・経営センター貸付事業のうち「文

教施設費」、及び独立行政法人国立大学財務・経営センター法第13条第3号の規定により文部科学大臣が定めた金額の合計額

を計上。

（参考３） 減価償却費の推移
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（４）附属病院の財務状況

・国立大学附属病院は、診療に係る施設設備等について、主として財政融資資金からの

借入金で整備しているが、その返済は、基本的には各法人の附属病院収入から行うこ

ととなっている。

ただし、附属病院収入が診療経費と借入金返済額の合計に満たない法人に対しては、

附属病院運営費交付金を措置しているが、附属病院の収入増など経営改善努力を反映

して、年々大幅に減少している（平成16年度：35病院に584億円→平成21年度：13病

院に207億円）。

・平成21年度は、附属病院収益が7,826億円（対前年度比358億円（4.8%）の増加）とな

った一方で、診療経費が5,196億円（対前年度比361億円（7.5%）の増加）となったた

め、損益上は295億円と対前年比で94億円（24.4％）減少した（295億円のうち215億

円は、現金等が残っていない会計上の観念的な利益である）。

・附属病院運営費交付金が減少している一方、それ以外の運営費交付金からの充当額は

逆に増加しており、そのしわ寄せが学部等に及んでいることが懸念される。

・なお、平成22年度においては、診療報酬改定が10年ぶりにプラス改訂となった。また、

大学法人全体で経営の効率化を行う観点から経営改善係数が撤廃されたところであ

る。

（参考１） 附属病院における経常費用の推移

（参考２） 附属病院における経常収益の推移
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（参考３） 附属病院セグメントにおける運営費交付金収益

（単位：億円）

平成20年度 平成21年度 差引増減額

運営費交付金収益 1,603 1,530 ▲ 73

(内訳)
308 207 ▲ 101

附属病院運営費交付金

その他運営費交付金 1,295 1,323 28

４ 中期目標期間終了時における積立金の処理

（１）積立金の処分方法

・各大学法人等における中期目標期間の最終年度（21年度）の決算については、国立大

学法人法第32条第１項の規定に基づき、積立金（＝利益剰余金）のうち、文部科学大

臣が承認した金額は第２期中期目標期間へ繰り越し、それ以外の金額は国庫納付する

こととされている。

（２）繰越承認額及び国庫納付額

・平成21年度末の積立金の額は3,597億円であり、このうち文部科学大臣が第2期中期目

標期間への繰越しを承認した額は2,862億円である。

2,862億円の内訳をみると、会計上の観念的な利益(注)等で国庫納付する現金がないも

のが2,466億円、21年度に完了予定の事業であるが遺跡の出土等により22年度に繰り

越さざるを得なかったものや、落札業者の辞退等により21年度にプロジェクト経費が

執行できなかったもの等が396億円である。

（注）例えば、附属病院整備のための借入金返済額が、対応する固定資産の減価償却額よりも大きい場

合における当該差額など。

・残りの735億円は第１期中期目標期間における退職手当や契約差金などの不用額等の

合計額であり、国庫納付を行った。
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（詳しくは、別添の「別紙資料集」をご覧下さい。また、個別の国立大学法人等の財務

諸表については、各法人のホーム・ページ等をご覧下さい。）

（お問い合わせ）
○国立大学法人に関すること

高等教育局国立大学法人支援課 課 長 補 佐 平野 浩之
財務分析係長 山﨑 正人 電話：03-6734-3767（直通）

○大学共同利用機関法人に関すること
研 究 振 興 局 学 術 機 関 課 課 長 補 佐 藤田 常

機構調整・共同利用係長 加藤 達矢 電話：03-6734-4294（直通）


